（参考様式１１）

「　（事業所名）　」 運営推進会議

	氏　名
	構成区分
（事業者、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、地域包括支援センターの職員、当該事業について知見を有する者等の別を記入）
	職名等
（職名、○○町内会長、○○地区民生委員 等を記入）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


［記入上の注意］

１　欄は、人数に応じて適宜拡張、追加して記入してください。

２ 「運営推進会議」の構成員、開催等については、 参考  を参照してください。

新宿区福祉部介護保険課　　
１　「運営推進会議」とは
地域密着型サービス事業所には、利用者、地域住民等との協議を行う会議（運営推進会議等）を事業所が主体となって開催することが義務付けられています。
平成28年度からは、「地域包括ケアシステム」を推進する観点から、『地域密着型通所介護』、『認知症対応型通所介護』の事業所についても「運営推進会議」の開催が新たに義務付けられています。
［設置の目的］
・ 地域と連携・協力し合う関係づくり

・ 運営の透明性の確保

・ サービスの質の確保
［根拠法令等］
「運営推進会議」の設置については、厚生労働省令で定められており、新宿区の条例においても同様に規定しています。
２　開催頻度
条例で規定されている開催頻度を遵守しつつ、計画的な開催に努めてください。
	○定期巡回・随時対応型訪問介護看護
　　（介護・医療連携推進会議）
	おおむね３か月に１回以上

	○地域密着型通所介護
○認知症対応型通所介護
	おおむね６か月に１回以上

	○認知症対応型共同生活介護
○小規模多機能型居宅介護
○看護小規模多機能型居宅介護
	おおむね２か月に１回以上


［他の事業所との合同開催］
・ 同一敷地内（建物内）に、同一法人による他の地域密着型サービス事業所を併設している場合は、合同で開催しても差し支えありません。
・ 近隣の事業所と合同で開催することは、個人情報保護の観点から認めていません。ただし、同日に同じ場所で時間をずらして開催することは問題ありません。
３　構成員（メンバー）
（１）　構成員の区分・選定
構成員について、国の基準では下記のとおり４つの区分が示されています。それぞれの区分から選定してください。
［利用者、利用者の家族（後見人含む）］
・ 「利用者、利用者の家族」の場合は、構成員として個人を特定する必要はありません。利用者全員に開催の周知を行い、開催の都度出席者が変更していても問題ありません。
［地域住民の代表者］
・ 「町会」、「民生委員」、「高齢者クラブ」などの地域の団体をはじめ、その他にも地域で活動している様々な団体（「商店会」、「NPO法人」、「学校関係者」、「ボランティアグループ」）や近隣にお住いの方など、幅広く様々な立場の方を含めて選定してください。（役職や肩書などの要件はありません。）
［区または地域包括支援センター（高齢者総合相談センター）の職員］
・ 新宿区では、事業所を管轄する高齢者総合相談センター職員に出席をお願いしています。（高齢者総合相談センターの管理者（所長）にご相談ください。）
［地域密着型通所介護（認知症対応型通所介護）の知見を有する者］
・　「知見を有する者」には、客観的・専門的な立場から意見していただけることが期待されますが、学識経験者であることが必須要件ではありません。
・ 高齢者福祉や認知症ケアに携わった経験を有している方を含めて選定してください。
・ 他法人の運営する事業所の職員を構成員としても差し支えありません。
・ 同法人や系列法人の運営する事業所の職員からの選定は、客観的な意見を求める趣旨から適切ではありません。
○他の構成区分との兼務
・ 「利用者、利用者の家族」は、利用者の声を代弁する役割を担うものであり、他の区分の構成員とは立場が異なることから、兼務することは適切ではありません。
・ 「地域住民の代表者」が「知見を有する者」として兼務することはあり得るものとします。
（２）　会議設置に係る区への報告
・「運営推進会議 構成員一覧表」を作成してください。会議の設置や構成員の変更に関して、区（介護保険課）への届出（報告）は必要ありませんが、区から提出を求められた場合は速やかに提示できるよう整備しておいてください。
（３）　開催通知、欠席者の取り扱い
・ 会議には多くの方にご出席いただくことが望ましいですが、毎回全員が参加しなければならないということではありません。
・ 会議開催の目的から、事業所の職員のみで開催することは適切ではありません。
・ なるべく多くの方に出席していただくために、開催日時や告知時期、告知方法に配慮してください。
・ 欠席された方には、会議概要や資料を送付するなど、状況に応じた情報提供を行ってください。
４　開催場所
・ 必ずしも事業所内で開催しなければならないということではありませんが、会議のメンバーが事業所の雰囲気やサービス提供の様態をイメージしやすいよう、事業所において開催することが望ましいと考えます。
・ サービス提供時間中に事業所内で開催する場合は、「食堂・機能訓練室」ではなく、会議室や多目的スペースなどを活用するなど、サービスに支障が生じないよう注意してください。（利用者の承諾を得た上で、サービス提供の様子を見てもらうことは問題ありません。）
５　議題（テーマ）等
・ 会議開催の趣旨は、『事業所のサービス提供内容や活動状況を報告する機会』、『報告に対する評価、要望、助言などを聴く機会』を設けることにあります。地域の方との率直な意見交換を行う機会として、なるべく双方向的となるよう、各事業所の判断で自由に議題（テーマ）を定めてください。
・ 事業所から活動状況などを報告する際は、その内容から利用者個人が特定できてしまうことがないよう注意してください。
・ （公益社団法人）日本認知症グループホーム協会による『認知症グループホームにおける運営推進会議ガイドブック』を参考にしてください。同協会のホームページに掲載されています。
６　会議内容の記録・公表
・ 「運営推進会議」を開催したときは、次の事項を記した会議記録を作成し、２年間保存してください。
① 事業所名・サービス種別名
② 開催日時・場所
③ 出席者内訳
④ 議題（テーマ）・報告事業
⑤ 構成員（出席者）からの意見等
⑥ その他必要な事項
・ 会議記録は、開催の都度、区（介護保険課）へ提出する必要はありませんが、提出を求められた場合はすぐに提示できるよう整備しておいてください。
・ 会議の内容（会議概要）は、事業者が自ら公表することが義務付けられています。事業所内での掲示やホームページ、事業所だよりなどを活用して広く公表するよう努めてください。
・　公表用の書類には、会議の概要のみを記載することとし、その内容から利用者個人が特定できてしまわないよう注意してください。
７　「運営規程」への追記
「運営推進会議」の開催については、事業所が主体的に行う地域との連携に係る取り組みであるため、「運営規程」に表記していただくようお願いします。
参　考








